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　自治労は 自治体確定闘争推進のため、 月 日に総務省公務員部長交渉を実施した。交渉に2023 10 26
は、総務省から小川公務員部長、細田公務員課長、進給与能率推進室長、久代安全厚生推進室長ほか
が、自治労からは伊藤書記長、林総合労働局長、亀瀧労働条件局長が出席した。冒頭、伊藤書記長から
のあいさつに続き、以下の５点について要請を行った。
 
　給与決定に関する国の関与①

 
　自治体における賃金決定については、地方公務員法第 条第 項の趣旨を踏まえるとともに、自治体自ら24 2
の判断を尊重すべく、人事委員会や自治体当局に対し、国からの「圧力・強制」ともとらえられる干渉や一方
的な指導等を行わないこと。また、地方自治の本旨に基づき、労使の自主交渉・合意、とりわけ技能労務職
員と企業職員の給与については、労使交渉・労働協約によって決定する権利を尊重し、不当な指導等を行
わないよう要請する。
 
　地域手当の見直しとラスパイレス指数比較のあり方②

 
　地方公務員は全国で同様の職務を行っているにも関わらず、地域手当の支給割合に ～ ％もの大きな0 20
格差がある。とくに現行の指定基準では一体的な生活圏を持つ近隣自治体間においても格差があるため、人
材確保に支障をきたしており、自治体労使ともに大きな課題だと捉えている。
人事院は、「社会と公務の変化に応じた給与制度の整備」の骨格案として、 年公務員人事管理の報告2023
の中で、地域手当の級地区分の設定を広域化するなど大括りな調整方法に見直す旨を示した。今後、

年人事院勧告にむけた議論が進められるが、制度設計にあたっては自治体の実態を踏まえた対応が必2024
要であり、人事院に対して近隣自治体間の格差縮小を求める地方の意見を的確に反映いただきたい。また、
制度見直し後においても、国の制度を画一的に強制することなく、地域の実情を踏まえた自治体の裁量を尊
重すべきである。
　加えて、手当の支給水準が国の基準を超えている自治体に対して行われている特別交付税の減額措置に
ついては、自治体の給与決定に対する介入・制裁であることから、ただちに廃止するよう要請する。
　また、ラスパイレス指数比較については、給料も含めた給与全体の比較と受け止めているマスコミ・世論が大
勢である。地域手当は自治体の４分の３が非支給であることに加え、国家公務員にのみ支給される広域異動
手当や本府省業務調整手当などの比較対象とされていない給料調整の意味合いを有する手当の給与に占
める割合が増加しており、国家公務員の所定内給与に占める給料額の割合は８割を下回っている。給料表
上の額のみを比較する現在のラスパイレス指数比較は、給与実態とかけ離れていく傾向にある。現在のラスパ
イレス指数比較については、給与全体ではなく給料のみに着目したものであることを、引き続き総務省として丁
寧にマスコミ等に対して情報提供することを求める。
 
　安定的な公共サービスを提供するための人員確保③

 
　自治体では行政サービスの多様化・複雑化、業務の過密化が進む状況に、現場の人員数が全く見合ってお
らず、若年早期退職も多く見られる状況となっており、組合員から人員増を求める声が年々増している。また、
技術職員をはじめとした専門人材の不足や、採用試験の応募者の減少なども大きな課題となっている。
　本年 月に「ポスト・コロナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」で議論された人材育成・確保基本方9
針策定指針に係る報告書がまとまり、各自治体が 「人材育成」「人材確保」「職場環境の整備」の取り組み 
を具体化する際の検討事項等が示された。今後、各自治体で取り組みが進むよう適切な助言をお願いした
い。
　なお、近年自治体でも中途採用が増えているが、初任給決定にあたり前歴が適切に換算されていないことな
どにより、同様の職務を担う職員に比べて賃金が低位に抑えられているといった例が散見されることについても
指摘しておきたい。



　また、定年引き上げに伴う、中長期的な定員管理も課題である。人員構成と業務量に見合う必要人員の
中長期的なシミュレーションを行い、計画的な新規採用と業務量に応じた適切な人員を確保することが重要
だと考える。
　近年多発する大規模災害等も見据え、持続的で安定的な公共サービスの提供のために、働き続けられるた
めの環境整備と全体的な人員増が必要であると考えるが、公務員部長のお考えは如何に。自治体が行政需
要に応えられる人員の確保を適切に図れるよう、財源の確保と適切な助言を求める。
 
　人事委員会・首長による労働基準監督機関としての責務について④

 
　自治体現場では、人員不足による長時間労働、メンタル不調による休職者の増加、パワー・ハラスメント、カ
スタマー・ハラスメントへの対応など課題が山積している。人材の確保・定着のためには職場環境の整備も重
要であり、こうした職場課題の改善にあたっては、安全衛生委員会等の役割がますます重要なものとなってい
る。

　しかし、自治体においては、労働基準法・労働安全衛生法の認識不足の結果、安全面・衛生面にわたり現
場に課題が生じていると考えるが、公務員部長の認識如何。安全委員会・衛生委員会の設置状況について
は以前調査をいただいているが、実質的に機能しているか疑問がある。自治労調査によると、法で定められた
月１回の安全衛生委員会が開催されているのは回答のあった組合の３割にしか過ぎないといった実態にある。
安全衛生委員会等が適切に機能するように助言をお願いしたい。
　また、地方公務員法第 条 項により、労働基準法別表第一の第 、 号職場と、同表に含まれないい58 5 11 12
わゆる官公署については、人事委員会・市町村長が労働基準監督機関とされている。人事委員会・首長が
労働基準監督機関としての責務を適切に果たすことが重要だと考えているが、公務員部長の認識如何。

 
　会計年度任用職員の処遇改善、自治体における同一労働同一賃金の実現⑤

 
　地方自治法の一部が改正され、会計年度任用職員に対する勤勉手当の支給が可能となる。 年度か2024
らすべての自治体でフルタイム、パートタイムの会計年度任用職員に常勤職員と同月数の期末・勤勉手当の
支給が行われるよう、適切な助言と必要な財源の確保を要請する。あわせて、勤勉手当を支給する代わりに
給料、報酬や期末手当の減額がされることのないよう、適切な助言をお願いしたい。
　また本年５月に、常勤職員の給与改定が行われた場合における会計年度任用職員の給与に係る取り扱い
について、改定の実施時期を含め、常勤職員の取り扱いに準じた改定するよう通知をお示しいただいている。
今年の給与改定については、すべての自治体で会計年度任用職員についても 年４月に遡及して給与改2023
定を行うべきと考えるが、公務員部長の考えは如何に。通知に基づいた着実な実施と、実態の把握をお願い
したい。
 
 
　要請に対し、小川公務員部長より以下の通り回答があった。
 
　給与決定に関する国の関与①

 
　 地方公務員の給与については、地方公務員法の趣旨に沿って、地域の実情を踏まえつつ、条例で定めら 
れるもの。各地方公共団体においては、国民・住民の理解と納得を得られるよう、適切に給与を決定すること
が肝要である。このため、総務省としても、引き続き必要な助言を行ってまいる。
技能労務職員等の給与については、一般行政職と異なり、人事委員会勧告の対象とはならず、労使交渉 
を経て労働協約を締結することができるが、その決定に当たっては、同一又は類似の職種の国及び地方公共
団体の職員並びに民間事業の従事者の給与等を考慮して定めることが法律上求められている。また、過去に
は、技能労務職員等の給与については、同種の民間事業の従事者に比べ高額となっているのではないかとの
国民からの厳しい批判があったところ、各地方公共団体においては、給与に関する情報の開示を進めながら、
適切に給与を決定することが重要と考えている。
 
　地域手当の見直しとラスパイレス指数比較のあり方②

 
　人事院においては、地域手当について、「市町村単位で細かく水準差が生じていることに対して不均衡であ



る」などの指摘があることから、級地区分設定を広域化するなど大括りな調整方法に見直すことが検討されて
いる。級地区分設定が広域化されれば、市町村間で支給割合が異なることにより生じている不均衡の改善に
はつながる一方、大都市等では支給割合が下がる地域も生ずるなど、新たな課題も生じることから、今後、人
事院とも連携しつつ、関係団体の意見や地方独自の課題等を踏まえ、総務省設置の検討会において、検討
してまいりたい。
　地域の民間賃金水準などに基づいて定められている国家公務員の地域手当の指定基準を超え、独自に地
域手当を支給している地方公共団体は、
・国家公務員の基準を超えた地域手当を支給できるほどの財政収入があると考えられること 
・特別交付税の衡平な配分のためにはそうした財政収入を考慮する必要があること 
から、超過支給額に応じて特別交付税の減額を行っているものであり、ご理解いただきたい。
　ラスパイレス指数が給料月額を比較対象としていることについては、総務省ホームページや給与実態調査結
果の公表資料において解説しているほか、適宜マスコミ等にも説明しているところであるが、今後も引き続き機
会をとらえて丁寧に説明してまいりたい。 
 
　安定的な公共サービスを提供するための人員確保③

 
　各地方公共団体が、複雑化・多様化する行政課題に的確に対応しつつ、効率的で質の高い行政の実現
を図るうえで、人材育成・確保の重要性は従前にも増して高まっている。こうした中、総務省では、「ポスト・コロ
ナ期の地方公務員のあり方に関する研究会」を開催し、地方の先進的な取組も踏まえ、デジタル人材を含め
た人材育成・確保等に関して検討を行い、先日報告書が取りまとめられたところ。本報告書では、人材育成
のみならず、人材確保や職場環境の整備を図るという総合的な観点から、総務省において平成９年に策定さ
れた「人材育成基本方針策定指針」を、新たに「人材育成・確保基本方針策定指針」として全面的に改正
し、各地方公共団体における従来の基本方針の改正等を促すことが必要とされた。本報告書の内容を踏ま
え、遅くても年明けごろまでに新たな指針を示したいと考えており、地方公共団体における人材育成・確保等
の取組が着実に進むよう、必要な助言を行ってまいる。
　地方公共団体の定員管理に関しては、令和５年 月 日付けで発出した総務副大臣通知においても助10 20
言しているとおり、行政の合理化、能率化を図るとともに、行政課題に的確に対応できるよう、地域の実情を
踏まえつつ、適正な定員管理の推進に取り組むことが重要と考えている。各地方公共団体においては、行政
需要の変化に対応した、メリハリのある人員配置を行っていただいているものと承知しており、近年では、一般
行政部門の職員数は、平成２６年を境に、８年連続で増加し、令和４年４月までの間で約２ ９万人の増とな.
っている。総務省としても、地方公共団体の実態等を十分に踏まえ、適切な職員数を地方財政計画に計上
し、地方公共団体の安定的な財政運営に必要な財源を確保してまいりたい。
　なお、定年引上げに伴う定員管理については、地方公共団体において必要な行政サービスを将来にわたり
安定的に提供するため、定年引上げ期間中も一定の新規採用職員を継続的に確保することが必要と考えて
いる。昨年、こうした考え方を各団体に通知したところであり、引き続き、必要な助言を行ってまいりたい。 
 
　人事委員会・首長による労働基準監督機関としての責務について④

 
　職員の健康管理及び職場の安全衛生管理の体制の確立については、任命権者が労働安全衛生法の趣
旨にのっとり、職場課題の改善に向けて、主体的に実施するものであり、各自治体において、その体制の整備
が進められているものと認識している。総務省においては、従来から、自治体に対し、法令の遵守も含めて、職
場の労働安全衛生に係る情報提供や助言を行ってきたところである。長時間労働やメンタルヘルス不調による
休務者の増加をはじめとした職場課題の改善に当たって、産業医や安全衛生委員会等の役割は重要であ
り、総務省として、引き続き、安全衛生管理体制の整備や活用について、必要な助言を行ってまいりたい。
　職員の長時間労働の是正を始めとする職場環境の改善に当たっては、人事委員会や自治体の長が労働
基準監督機関としての権限を適切に行使することも重要であると考えており、これまで通知や各種会議の場に
おいて、労働基準監督機関としての役割の重要性や積極的な取組について助言を行ってきたところである。総
務省としては、自治体の職員が安心して職務に取り組めるよう、自治体の取組を引き続き支援してまいりた
い。 
 
　会計年度任用職員の処遇改善、自治体における同一労働同一賃金の実現⑤

 
　総務省としては、期末・勤勉手当について、各地方公共団体において適切に支給されることが必要であると
考えており、今後とも、ヒアリングの機会等を活用して適切な対応を促してまいる。



　なお、会計年度任用職員制度の導入に伴い新たに必要となる期末手当等の経費については、令和２年度
の地方財政計画において、１ ７３８億円を計上し、令和３年度以降、制度の平年度化による経費の増を踏,
まえ、２ ４０２億円を計上し、制度を円滑に運用できるよう必要な財源を確保している。勤勉手当の支給に,
関する必要な経費については、各地方公共団体に対し調査を行っており、その調査結果を踏まえ、地方財政
措置について、しっかりと検討してまいる。
　また、新たに勤勉手当を支給する一方で給料、報酬や期末手当について抑制を図ることは、改正法の趣旨
に沿わないものであることを助言してきており、今後とも、ヒアリングの機会等を活用して適切な対応を促してま
いる。
　会計年度任用職員の給与改定については、改定された常勤職員の給与の種類その他の改定の内容及び
当該会計年度任用職員の任期、勤務形態等を考慮の上、常勤職員の給与改定に係る取扱いに準じて改
定することを基本とする旨、助言している。総務省としては、地方公共団体において、適切に対応いただけるよ
う、今後とも、ヒアリングの機会等を活用して適切な対応を促すとともに、会計年度任用職員の給与改定につ
いて、実態の把握に努めてまいる。 
 
 
　回答を受けて、伊藤書記長から重ねての要請として「住民の理解と納得の得られる立場で決定した労使交
渉内容については、尊重していただきたいこと、加えて、特別交付税の減額措置について、我々としては自治
体の給与決定についての介入、制裁として受け止めており、引き続き廃止を求めていきたい。最後に、『社会の
変革に対応した地方公務員制度のあり方に関する検討会』が立ち上がり、今後、分科会の中で地域手当も
含めて意見が集約されると思っている。地域の実情を踏まえた丁寧な議論がされることを期待しており、あくまで
も決定機関ではなく意見集約の場だということで再確認する」と述べ、交渉を締めくくった。


